
 

 

 

 

 

 

 

News Release 
2020 年 2 月 13 日 

株式会社 長 大 

 

ラ オ ス 国 大 手 ゼ ネ コ ン L C C 社 と の 共 同 事 業 実 施 に 合 意 

豊 富 な 自 然 資 源 を 生 か し て 、 持 続 可 能 な 地 域 開 発 モ デ ル 構 築 へ 

地域開発 CSV プロジェクトに向けて包括的な覚書締結 
日本のインフラ・システムの輸出、ラオス国周辺のエネルギー需給の確保にも貢献 

 

株式会社長大（東証一部上場、証券コード 9624。永冶泰司・代表取締役社長。以下「当社」）は、羅宇（ラオス）

国ビエンチャンに本社を置くゼネコン LUANGPASEUTH CORPORATION（CEO/President Mr. Bounleuth 

LUANGPASEUTH。以下「LCC 社」）と共に、同国とりわけ北部地域に位置し中国とミャンマーに国境を接するル

アンナムター県を対象とした複数のインフラ開発事業（ラオス地域開発 CSV プロジェクト）に共同で取り組むこと

で合意 いたしました。 

 

2月 10日に、ルアンナムター県で執り行われた本覚書の調印式には、当社の井戸昭典・取締役専務執行役員

事業推進本部長が出席、LCC 社 Bounleuth（ブンレット）社長と共に、ルアンナムター県副知事の Mr. Phomasouk 

VILAYKOUN 氏、東洋大学アジア PPP 研究所（東洋大学 APPPI）所長のサム田渕教授が立会人として席を並

べ、覚書にサインいたしました。また、本調印式には、国連欧州経済委員会 （UNECE：United Nations Economic 

Commission for Europe）から PPP 推進局担当次長のクラウディオ・メサ氏（Claudio Meza）が同席しました。 

 

本覚書では、ラオス国で、LCC 社が進める SDGs 開発に資する複数のインフラプロジェクトにおいて、各社のそ

れぞれの強み（LCC 社：同国で SDGs 開発に資する複数のインフラ事業を展開、長大：SDGs 開発を支える日本

の質の高いエンジニアリングサービスや投資を含むファイナンスサービスの提供）を活かして協働することを企図

しています。 

 

東南アジアの貧困国ラオスの中で最も貧困な地域の一つルアンナムター県においては、同国最大級の森林保

護地域として指定されているナムハー（NamHa）の森や 17 の多様な少数民族など、地域の自然資源を活かした

持続可能な開発が求められており、東洋大学 APPPI が地域再生支援プログラム（RDAP：Regional Development 

Advisory Program）のもと、2 月 10 日に東洋大学からルアンタムター県に対して「Regional Development Advisory 

Program For Luang Namtha Province, Lao PDR」（地域再生支援プログラムに関する報告書）を提出。クラウディ
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オ・メサ氏による「ピープル・ファース ト PPP」の講演の後、当社はローカル企業の LCC 社と包括的な MOU を締

結、ナムタ（Namtha）カルチャーパーク、ナムロン川水力発電事業群、高速道路、物流拠点など複数事業を検討・

開発していくことで合意しました。 

 

当社はこれまで、雇用不足と和平問題が根深く存在する比国ミンダナオ島において、同島北東部カラガ地域 

の中心都市ブトゥアン市を拠点とし、同市に本社を置くエクイパルコ・コンストラクション・カンパニー（ルーベン・ジ 

ャビエール・CEO）らと共に、様々な事業を通して地域の経済開発に貢献して参りました。 

このブトゥアン CSV プロジェクトでは、経済性に重きを置いて、いわゆるバリュー・フォー・マネー（VFM：Value 

for Money）を評価軸にした伝統的な PPP に対して、UNECE が SDGs の達成に貢献する PPP として考えて

いる、「人」 を中心に置き、バリュー・フォー・ピープル（Value for People）という新たなアプローチに基づく「ピープ

ル・ファース ト PPP」を提唱、推進しようとしています。このブトゥアン CSV プロジェクトは、2017 年に、UNECE 

からピープル・ファースト PPP のベストプラクティスの一つに選定されていますが、今回のラオス地域開発CSVプ

ロジェクトはこれに続く第二弾の取組みとして、UNECE 関係者からは改めて、当社のラオス地域開発 CSV プロ

ジェクトがこのピープル・ファースト PPP に沿った内容であり、今後本プロジェクトの進捗を定期的にフォローして

いきたいと評価する旨の発言がありました。 

 

このように、当社は、SDGｓに大きく貢献する開発ポテンシャルを有するラオス国ルアンナムター県に先行して進

出し事業を展開する企業として、日本政府が推し進める「インフラ・システム輸出」にも沿う形で事業の推進 を図り、

日本や日本企業とのパイプ役としての機能を担い、引き続き、日本の政府系機関や民間企業の参画機会を最大

限に増やしつつ、ルアンナムター県及び周辺エリアをはじめ、ラオス国の経済発展に強く貢献していきたい と考

えております。 

 今後、当社は LCC 社と共に、ナムロン川水力発電事業群について、本年中を目途に事業可能性調査 を行う

予定です。調査段階から、経済産業省や国際開発機構（JICA）といった日系政府機関の協力・支援を得ながら、

日本のインフラ・システムの輸出、日本のエネルギー需給の確保にも貢献して参ります。 

 

以上 

■お問い合わせ 

本件に関する報道機関からのご照会は、以下へお願い申し上げます。 

宗広裕司 （むねひろ・ゆうじ）  

株式会社長大  

社会創生事業本部 新エネルギー技術部長  

 

 

E メール： munehiro-y@chodai.co.jp 

電話： 03-3532-8623 

山田健史 （やまだ・たけし）  

株式会社長大  

社会創生事業本部 新エネルギー技術部 

専門技師  

 

E メール： yamada-ta@chodai.co.jp 

電話： 03-3532-8623 
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■参考資料：  

1. 当日の写真 （解像度が高いデータは別途ご提供いたします）  

 

▲覚書調印後の全体写真 

  

  

▲ 覚書調印の様子 

（前列に着座する右側より、LCC 社ブンレット社長、ルアン

ナムター県官房長、井戸取締役専務執行役員） 
 

▲ ビエンチャン・タイムズ紙(2020.2.12)での紹介記事 
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2.LCC 社の概要 

 

 

3.ラオス国で取組む地域開発 CSV プロジェクト 

 

 


